
















































(2) F ASB 2， F ASB Discussion Memorandum: An Ana1ysis of Issues Related to Account-
ing for Foreign Currency Translation， February 1974. 
(3) FASB3， Statement of Financial Accounting Standards No.52: Foreign Currency 
Translation， December 1981. 
(4) FASB 2， op. cit.， p.1 (para.l). 
基準書第 8号は，外貨建取引を「現地通貨以外の通貨で金額が表示されている取引
(例えば，商品及び役務の販売若しくは購入，又は借入れ若しくは貸付け)J(FASB 1， 
op. cit.， para. 243;日本公認会計士協会 国際委員会訳『前掲書j232頁)と定義して
おり，基準書第52号は， r契約が当該事業単位の機能通貨以外の通貨でなされている取















(5 ) 基準君第 8号および第52号によると，企業が， (a)外貨建ての価格で商品や役務を掛
で売買したり， (b)外貨建ての資金を借入れまたは貸付けたり， (c)未履行の先物為替予
約をしたり， (d)その他の理由で外貨建ての資産または負債を取得または引き受けたり
した場合に，外貨建取引が生じる (FASB1， Op. cit.， para. 3; F ASB 3， op. cit.， para. 
162)。そして，外貨での決済を必要とするこれら外貨建取引は，次の三つのタイプの





本稿では，典型的な外貨建取引である a) とb) を中心に検討し， c)の検討は，
別の機会に譲ることにする。
(6) FASB 2， op. cit.， p. 1 (para.l ). 










































(8) FASB 2， Op. cit.， p.2 (para. 6). 
(9) FASB 2， Op. cit.， p. 2 (para. 7). 




























と思われる金額であるJ(W. A. Paton & A. C. Litt1eton， An Introduction to Cor-
porate Accounting Standards， 1940， p.24;中島省吾訳『会社会計基準序説』森山吉庖，
昭和33年， 41頁)と説明している。





























(14) FASB2， Op. cit.， pp. 4 -5 (para.14-15). 




























(1の FASB2，op. cit.， p.8 (para.23). 
(1乃 FASB2， Op. cit.， p.8 (para.24). 
















⑦の場合には，為替調整差額は， n + 1期に売上原価の修正として処理
されることになるのだろうか，それとも，利得または損失(為替差損益)





同額ほど変更されるJ(Marvin M. Deupree，“Translating Foreign Currency Financial 
Statements to U. S. Dollars，" Financial Executive， October 1972， pp. 62 and 64)とす
る見解もある。

























(21) F ASB 2， Op. cit.， p. 8 (para.25). 
ゃの FASB2， op. cit.， pp. 8 -9 (paras.26-27). 
82 経営と経済
























































同 FASB 4， Public Record -1974 Vol VI: Discussion Memorandum-Foreign Currency 





















































同 FASB 1， Op. cit.， paras. 114 -115;日本公認会計士協会 国際委員会訳『前掲書』
187~ 188頁。


































例 FASB3，op. cit.， para. 121;日本公認会計士協会 国際委員会訳『前掲書jJ357頁0
(31) FASB3， op. cit.， para. 15;日本公認会計士協会 国際委員会訳『前掲書jJ312頁。
例 FASB3，op. cit.， para. 11;日本公認会計士協会 国際委員会訳『前掲書jJ354頁。






























。4) FASB 3. Op. cit.， para. 13;日本公認会計士協会 国際委員会訳『前掲吉~ 312頁。
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況においての，外貨リスクに対する経営者の意思決定を反映したものである
とみなすことができる。このことから，為替決済取引やその決済取引に伴な
う為替リスク(為替差損益)を回避・軽減する目的で行われるヘッジ取引は，
外貨建取引自体とは別個の取引と考えられるべきであろう。そして，為替調
整差額の性質は，利益または損失と解されるだろう。
(未完)
